様式第二
開発行為許可申請書
	　　都市計画法第29条第１項の規定により、開発行為の許可を申請します。
      　　　　　年　　月　　日
  守　口　市　長　　　　　様
                         　住　所
               許可申請者
                           氏　名             　　　　　　  
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	１　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第10条第1項の宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第12条第1項の許可を受けたものとみなされます。
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（開発行為の目的が「自己居住用」及び「自己業務用」である場合に添付）
誓　　約　　書
　　年　　月　　日
守口市長様
申請者　　　　　　　　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　印
（自署の場合は押印不要）　
下記の内容について誓約いたします。
記
開発区域の名称： 
予定建築物の用途： 
上記のとおり、建築物は、自己〔 居住 又は 業務 〕用として使用し、それ以外の用途には使用いたしません。
以上
副
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